
➢ と き 平成 30 年 10 月 23 日（火）13：30～17：00 

➢ ところ 電気ビル共創館 カンファレンスＡ大会議室 

➢ 主 催 （一社）九州経済連合会 

（一社）日本原子力学会九州支部 

➢ 後 援 福岡県教育委員会、福岡市教育委員会 

 

第１部 １３：４０～１５：１０ 

     「福島第一原子力発電所事故による健康影響」 

      東京慈恵会医科大学臨床検査医学講座講師 

      越智 小枝 氏 

 

第２部 １５：２０～１６：５０ 

     「最近の原子力訴訟を考える」 

      弁護士・名古屋大学名誉教授 

      森嶌 昭夫 氏 

平成３０年度 エネルギー講演会 

「みんなで考えよう!! 明日のエネルギーと原子力」 

 



福島第一原子力発電所事故による
健康影響

相馬中央病院 非常勤医師

東京慈恵会医科大学 臨床検査医学講座 講師

越智 小枝

2018年10月23日

九州エネルギー問題懇話会

＠電気ビル共創館



本日の内容

•原発事故によって起こり得る健康被害

•防災から生まれる社会のチャンス

• おまけ：甲状腺スクリーニングについて



何故福島から始めるのか

•科学技術と災害は表裏一体

•技術（原発）の善悪を議論することは、もちろん大
切

• しかし、ゼロリスクの社会はない

→リスクがあるからこそできることを考える必要

→福島から「きちんと」学んでほしい



災害とは…

社会のキャパシティを超えた、大事件。



リスク=ハザード x 脆弱性

ハザードは変えられない

→脆弱性を下げることがリスク管理

踏み台を強くする

体を鍛える防災



原子力だけにとらわれない
「All Hazard Model」が重要。

•災害をきっかけに社会の弱い部分が明らかになる
• 被災地の高齢者

• 被災地の妊婦

• 被災地の失業

• 災害時の教育

• 被災地の医師不足

• 災害時の情報共有不足

災害以前から問題

福島の問題は、特殊な事態ではない

全ての災害



敵を知る：
原発事故による健康被害



「福島の健康被害」といえば…
がん 奇形

…では、ない。

鼻血



出来事

風評被害環境汚染 避難爆発 稼働停止 除染・廃炉

健康被害

仲介因子

放射線、精神的ｽﾄﾚｽ、雇用、経済、食生活、生活習慣

評価軸

大きさ 時期 持続 高リスクの人々コスト

原発事故と健康被害のメカニズム

優先順位づけ

介入（政策、支援）
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健康被害

仲介因子

放射線、精神的ｽﾄﾚｽ、雇用、経済、食生活、生活習慣
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大きさ 時期 持続 高リスクの人々コスト
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世界中で起き
ている。



<20km: 警戒区域
20-30km: 緊急時避難準備区域(屋内退避指示)
30-50km: 計画的避難区域

Case 1: 避難区域内の逃げ遅れ

小高消防署のデータによれば..

原発事故3日以内に、
避難区域内から6件の救急コール
半分以上は高齢者や疾患のある方
例：在宅酸素療法中の男性



同じことはシリアでも…
At Syria retirement home, elderly left 

behind by war

2017-01-18 13:52



<20km: 警戒区域
20-30km: 緊急時避難準備区域(屋内退避指示)
30-50km: 計画的避難区域

Case 2: 避難区域外の健康被害

原発事故の後検死を行った医師によれば：
「家の中で衰弱死（餓死・脱水死）している高齢
者が何人もいた。」

屋内退避指示：科学的には正しいが、現実では：
→移動できる人は全て避難
→50km圏内の流通はほぼ停止
→医療資源の流通も停止
→弱者（患者、独居老人）が取り残される

これは福島に限らない。



ハリケーンカトリーナ「安楽死」事件

設備のほとんどが機能しなくなった
病院で、助かる見込みのない患者
の避難を断念し、モルヒネなどの薬
物で死に至らしめた



• 多大な精神・身体ストレス

• 長距離移動

• 十分な装備・人手なしの移動

• 急激な環境変化

• 申し送りの不充分

• 国会事故調報告書によれば…

• 20㎞圏内の7病院に850名の患者

• 3月末までに60名が死亡

• そのうち少なくとも10名が移送中に死亡

避難行動による健康被害

では、高齢者は先に避難させるべきか？

Case 3. 非計画的避難による健康被害

双葉郡からの長期療養患者移送時：
「病院にたどり着いたときにはバスの中は糞尿まみれ、
座席から床に転がり落ちている患者も何人もいた」



Nomura Set al. PLoS ONE 2013; 8(3): e60192. 

青：避難した施設
緑：避難しなかった施設

3.11以前

3.11以降

災害前後の長期療養施設患者の生存曲線

Case 3. 非計画的避難による健康被害

• 災害後に死亡率は増加
• 避難した方が増加率が高い

では、逃げなければ、誰が診る？



Case 4. 被災地の医療崩壊

•病院の特徴
• 病院スタッフの8-9割は女性

• その半数以上は家庭を持っている

• 資格職は外で職業を見つけやすい。

• たくさんの外注業者（清掃・物品・メンテナンス）

•震災後の現状
• 子供の被ばく・いじめが怖くて帰りたくない

• 夫の職がなければ帰らない

• 教育レベルが低下→育児上もよくない

•本音
• 舅・姑から離れて暮らせる

• 逃げた、と後ろ指を指される

医療崩壊



Ochi S et al. PLoS ONE 2016;11(10): e0164952. 

医療崩壊

85％

49％

Case 4. 被災地の医療崩壊

医師

看護師

事務 その他の
医療職

合計

医師以外は長期的に減少
相双地区の医師・看護師数は元々全国平均の50％



2014-2015年エボラ出血熱の流行では…

•恐怖により物流が途絶

•医療従事者の死亡・避難

•医療への不信

•母子保健の80％、小児のマラリア診療の40％が
機能停止

• ワクチン接種率も低下

•医療施設への攻撃

Elston GW, et al. Public Health 2017;143:60-70. 

Armed men attack Liberia Ebola clinic, freeing patients
CBC NEWS
August 17, 2014, 9:02 AM

Ebola outbreak: Guinea health team killed
BBC NEWS 19 September 2014



病院のリスク

2017年3月8日アフガニスタン攻撃
50名以上が死亡

2016年3月8日パキスタン自爆テロ
70名以上が死亡

2016年8月15日イエメン空爆
20名以上が死亡

2016年9月30日アフガニスタン誤爆？？
42名が死亡

支援者はどこまで命をかけるべきか？



Case 5. 避難生活による健康被害

仮設住宅の健康リスク

• 運動不足
• 失業
• 狭い居住環境

• 郊外に建設
→店が遠い、道が暗い
→車への依存 、生鮮食品摂取の減少

• 精神状態の悪化
• 劣悪な住環境
• 生活習慣の悪化
• 家族の喪失
• 失業
• 自信の喪失



相馬市の仮設住宅健診(2012年)

玉野地区
Tamano area

玉野地区
Tamano area

仮設住宅
玉野地区

(コントロール)

参加者の人数 291 183

肥満の人数
(%)

125
(43.0%)

59
(32.2%)

高血圧
(%)

77
(26.5%)

29
(15.8%)

糖尿病 (HbA1c>6.1%)
(%)

33
(11.3%)

12
(6.6%)

長期避難生活の影響

相馬市データ：石井武彰医師ら

増分の糖尿病による発がんリスクは放射能よりはるかに高い



相馬市の仮設住宅健診(2012年)

仮設住宅 対象

握力（ｋｇ） 男 35.2 32.2

女 23.7 21.3

開眼片足立ちテスト
15秒以下

男 64％ 31％

女 66％ 33％

仮設住宅の住民は握力は強いが足腰が弱っている
（年齢で調整すると5倍以上のリスク）

Ishii T, et al. Preventive Preventive Medicine Reports 2 (2015) 916–919

健康寿命の多大な損失



慢性疾患は避難者共通の問題

2011年のタイの洪水
→約10％の避難者が慢性疾患

2013年 中国の四川地震
→ 43.4%の避難者が高血圧



Case 6. 「お薬難民」問題

病院被害
高齢化→慢性疾患の増加
流通の途絶

→大量の「薬難民」
（薬がない、治療が分からない、アレルギー）

病院の被害 薬の需要交通の途絶



薬がないと何が問題か

• 高血圧、糖尿病治療→心筋梗塞・脳梗塞など

• がん、HIV、結核の治療中断→悪化

• 麻薬やステロイド→離脱症状

• 生活サポートの喪失→寝たきり、栄養失調
• 入れ歯、眼鏡（特に夜の災害時）、杖
• アレルギー食
• 流動食

• ハリケーンカトリーナの後、慢性疾患のあ
る子どもの半分は薬不足

Ochi S et al. PLOS Currents Disasters. 2014 Jul 18 . 

災害関連死の15％は、
「病院の機能停止による既往症の増悪」*

*復興庁．東日本大震災における震災関連死に関する報告（平成24年8月21日）



REUTERS Dec 30, 2013
Special Report: Japan's homeless recruited 

for murky Fukushima clean-up

現在福島では約2万人の除染作業員

日雇い労働者やホームレスもリクルート

→平均的な生活・経済レベルが低い

=確率的に健康レベルも低い

（個々人の責任ではない）

• 住環境・労働環境も悪い

Case 7. 除染作業員の健康問題



南相馬市で入院した除染業員の背景

飲酒 83 (74％）
大量飲酒 28 （25％)

喫煙者 94 （83％）
1日15本以上 64 (57％)

保険未加入 11 (10％)
未治療の高血圧 57 （50％）
未治療の糖尿病 18 （16％）
未治療の高脂血症 37 （33％）

Sawano T et al. BMJ Open 2016；6(12) e013885

患者・未払いの問題が医療を圧迫している



400 Nepalese construction workers have 
died since Qatar won the World Cup bid

スポーツイベント前にも同じ問題

London 2012 Learning Legacy Occupational Health 

http://www.hsl.gov.uk/media/202194/30_31_duradiamond_%20olympics.pdf

疾患

けが

17 FEBRUARY 2014

カタールやソチでは建築作業員が大量に死亡

http://www.newstatesman.com/


健康被害のまとめ

•原発事故によって起きた健康被害は、放射能被害
よりもはるかに大きく、現在進行形である。

• しかし、放射能とがんの事ばかり話すことによって
• 大量の健康被害が見落とされている

• 風評被害が収まらない

• 未来の災害に対する備えがないまま再稼働が始まって
いる

福島に学ぶことは、世界にとっても重要



己を知る：原発のリスクとチャンス



己を知る：日本の原発立地地域の特徴

•高いハザード

•潤沢な資金

•強いインフラ

•多くの技術者

•災害大国＋技術大国

•僻地

•高齢化

• キャリアパスがない

（特に女性）



己を知る1：安全な技術とは

•技術そのものの安全性
• 事故発生防止

• 事故の伸展防止

• 事故による健康・環境影響防止

•社会的リスクを含めた安全性
• 避難によるリスク

• 従業員の精神的ストレス

• 風評被害

技術の安全とトレードオフにあることも多い



原子力発電所の「深層防護」

原子力発電所事故に対し、様々な防護策を講じること。

今回の災害で学んだこと：

原発事故の影響から人の健康を守る
「第6層」が必要



己を知る2．深層防護第6層は
地域社会のチャンス



（私見）政治は一種の災害

•政治的決断の後には、必ず「弱者」が出る。

•一般人にはコントロールできない。

→原発があってもなくても社会的弱者は出る。

•現状に対して
•地域ごとに

•柔軟に

対処するしかないのでは…



〈相馬市の例〉
災害直後
独居高齢者の名簿作り →人数分の担架を用意

復興期
復興長屋：バリアフリーの高齢者用集合住宅

弱者の「見える化」

未来の災害には：逃げ遅れ対策
平時には：孤独死対策



交通・情報・医療インフラの強化

一番の被害は、避難区域のすぐ外側の流通停止。

未来の災害には：逃げ遅れ対策

平時には：交通弱者（特に高齢者）対策

IN
食料
燃料・ガソリン
情報
支援者（含・医療）

避難区域

OUT
避難（弱者）
廃棄物（一般）
情報

流通停止地帯

情報

南相馬市
ロボット復興ビジョン



住民の健康情報の統一・共有

• 地域社会で

• 誰が

• どんな病気を持っていて

• どんな治療（介護）を受けているか

は、把握されていない。

→大量の「健康弱者」が認知されていない

医療・薬事・介護情報の統一・共有

未来の災害には：薬難民の減少

平時には：過疎地の遠隔医療にも有効



災害前の健康促進

災害関連死を減らす一番の方法は、
災害前の住民の健康状態をよくすること
慢性疾患
運動習慣
寝たきり予防

* 復興庁データhttp://www.reconstruction.go.jp/topics/20120821_shinsaikanrenshihoukoku.pdf

平成24年3月までの災害関連死のうち、
95%が60歳以上
７割近くは、既往症あり*

町ぐるみの健康促進

未来の災害には：災害関連死対策

平時には：健康な地域社会



高血圧患者数

41

高血圧の人数は震災後に増えている
治療を受けている人数 も増えた結果、
コントロールの悪い患者数は減っている。
→健康診断による介入が町を健康にした可能性



原子力防災の重要性

•災害大国＋技術大国＋高齢化最先端

•世界の防災への知恵の創造

•弱者にやさしい社会の創造

•特に、高齢化防災の最先端

→非原発立地地域へも還元

しなやかな社会の創造

奇貨居くべし



おまけ：甲状腺スクリーニングにおける科
学的エビデンスの限界



福島における甲状腺検査の目的

この目的は達成されたのか？

達成されていないのであれば、なぜ達成されないのか？

１．住民の不安を低減する、社会的な目的
２．がんの死亡を減らす、医学的な目的



福島で子どもの甲状腺がんが増えているとは考えづらい。

根拠として：

•年を追うごとに増えているわけではない

•他の地域と比べて多かったわけではない

•地域差がない（放射線をたくさん浴びた子どもほど癌
になったという証拠はない）

結論から先に言うと…

ではこれで終わってよいのか？



甲状腺検査の後に聞かれた意見の例

• 「実際に〇〇さんのお子さんはがんだった」

「お隣の××さんもこの間がんになった」

→理由なくがんになる人もいる、というより理由があるので分かりやすい

• 100人以上もの子どもががんになっている

→そこに「コントロール群」を必要としない

• 95％以上の確率で大丈夫

「5％の確率でがんが増えるんでしょう」

→科学を知るほど断言できないという限界

人の目に映るものを否定するべきではない



甲状腺がんが増えていると考える理由は様々

• 「増えていることにしたい人がいる」わけではない。

•周りに甲状腺がんの人がいた→事実に基づいた判断

•増えているとして対処したほうが安全→公衆衛生学
的判断

•理由が知りたい人（何もしていないのにこれほどたくさ
んの子どもががんにかかるはずがない）→他に理由が
提示されない

•恐怖の体験と結びつけられた感覚→個人体験の中で
の因果関係



社会から見た科学

なぜ目の前で起きていることより論文が正し
いの？
未来のことなのになんで断言できるの？
理由がつかないのになんで断言できるの？

• 科学的エビデンス
• 数値が正しい
• 統計学的に正しい
• 論理的に整合性がある
• 疫学的因果関係 etc.

• 個人にとっての事実
• 歴然とある現象
• 統計学的外れ値でも「事実」
• 同時に起きたこと＝関係のあることに見えることも
• 個人の因果関係は疫学では証明できない



「確率」と「事実」は違う

「分からないはずなのに手におえているふりをする専門家
が一番信用できない」

• 今後の甲状腺がんの頻度
• 放射能の長期的影響
• 今後の原発事故の確率（含・大地震や大津波の確率）
は、すべて論理と確率でしかないでしょう。

→99.99％と100％の格差は、0.01％ではない。
現在と未来という超えられない壁



個人の体験・
同時に起きたこと

科学的事実と社会的事実

統計・因果関係

現在

不確定の未来

科

学

的

事

実

過去 未来

社

会

的

事

実

確率



今、議論すべきこと（私見）

• 甲状腺がんが増えている
• 甲状腺がんは増えていない

この結論によって対策は変わるのか？

どうすべきか、ではなく何ができるか、
という議論を
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「最近の原子力訴訟を考える」 

                     名古屋大学名誉教授・弁護士 森嶌昭夫 

 

   平成３０年１０月２３日 九州エネルギー問題懇談会 エネルギー講演会 

 

 本講演では、原子力に関わる訴訟のうち、原発（原子力発電所建設・運転）差止訴訟に関

して述べることとするが、原発事故損害賠償訴訟については言及しない。 

 

１．原発差止訴訟の動向 

  

（１）原発差止訴訟(以下、原発訴訟)の訴訟形態には、①原発の建設・運転許可の行政処分

の取り消しを求める行政訴訟、②原発差止の本案判決を求める民事訴訟、③原発差止の仮

処分決定を求める民事訴訟、がある。 

 初期の原発建設許可処分を巡る原発訴訟では、①が主であり、原発建設着工段階になると、

②が提起されるようになった。いずれの訴訟においても、ほぼ請求は棄却されている。例

外的な請求認容例として、①では、もんじゅ訴訟第二次名古屋高裁金沢支部平成 15 年 1

月 27 日判決があるが、同判決は最高裁平成 17 年 5 月 30 日判決で破棄されている。②の

認容例としては、志賀原発運転差止め民事訴訟金沢地裁平成 18 年 3 月 24 日判決がある

が、同判決は名古屋高裁金沢支部平成 21 年 3 月 18 日判決で取り消されている。福島東

電原発事故（以下、東電事故）以前の裁判所は、高度に専門科学的な原発訴訟の審理に極

めて慎重であった。 

 

 （２）東電事故は、原発の安全性に対する裁判官の考え方に大きな変化をもたらした。反

原発運動の有力な方策として訴訟が用いられていることもあり、東電事故以降、多数の原

発差止め訴訟が全国の原発所在隣接地の裁判所に提起されている。現在、①・②判決事件

29 件のほか、東電事故以前にはなかった③仮処分申立事件 7 件が係属しているというこ

とである。すでに、判決・決定が下されたのは 21 件で、そのうち、差止めを認容したの

は、②民事判決訴訟事件の福井地裁平成 26 年 5 月 21 日判決（同判決は、名古屋高裁平

成 30 年 7 月 4 日判決で取消、棄却）、③仮処分事件では、福井地裁平成 27 年 4 月 14 日

決定（同決定は、福井地裁平成 27 年 12 月 24 日決定で取消、却下）、大津地裁平成 28 年

3 月 9 日決定、同決定についての大津地裁平成 28 年 7 月 12 日仮処分異議決定、原決定

認可（同決定は、大阪高裁平成 29 年 3 月 29 日決定で取消、却下）、広島高裁平成 29 年

12 月 13 日決定（同決定は、広島高裁平成 30 年 9 月 25 日決定で取消）の 5 件である。5

件の差止認容の判決・決定は、カッコ書きで示したように、いずれも控訴または抗告・異

議の段階で取消されている。 

  しかし、3．で述べるように、差止めを認めなかった本訴判決、仮処分決定 16 件におい

ても、原子力の安全に対する裁判所の判示は、東電事故以前とは明らかに異なっている。 
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２．原発訴訟における論点 

 

（１）原発訴訟においては、原子力が高度に専門科学技術的であるところから、原子力の安

全性について、行政や原子力事業者が下した判断に対して、専門的知見を有しない裁判所

が審査をすることができるのか、という、原子力の安全性に対する「司法審査のありかた」

という問題が議論されてきた。 

この問題に関して、最高裁第一小法廷は、伊方原発 1 号機設置許可処分取消しを求めた

行政訴訟で、平成４年 10 月 29 日判決で、司法は行政庁の判断に「不合理な点があるか

どうかという観点から審理すべき」であり、安全審査基準や行政庁の判断過程に「看過し

難い過誤、欠落があるか」どうかについて審査すべきであるとした。つまり、裁判所が安

全性について実質的に踏み込んで行政庁に代置して判断することを差し控える考え方を

とった。伊方最高裁判決はその後も踏襲されているが、最近の裁判例では、（２）で述べ

る行政庁（事業者）の主張立証責任をどう理解するのかとも関連して、専門技術的判断に

まで踏み込んで事実認定をする例が少なくない。 

 

（２）さらに、伊方最高裁判決は、行政庁の判断が不合理であることは本来原告が立証す

べきであるが、原子炉施設の安全審査に関する資料をすべて行政庁が保持しているなど

の点を考慮すると、①「行政庁の側で、まずその判断に不合理な点がないことを相当な根

拠、資料に基づき主張・立証すべき」で、その主張・立証が尽くされない場合には、判断

に不合理な点があることが②「事実上推認される」と、判示した。 

伊方最高裁判決が、安全性について挙証責任を転換したものかどうか争いがあるが、②は、

①の判示を受け、行政庁の「判断の不合理性」の立証に係るものであり、行政庁の「安全

性の科学的判断の妥当性」が推認されるというのではない。最近の裁判例のなかには、伊

方最高裁判決の文言を用いながら、事業者の主張・立証（疎明）によっても、なお「安全

性」に疑いがあるとして、「具体的危険」を推認するものがある(前掲大津地裁平成 28 年

3 月 9 日決定)。 

 

（３）東電事故以降、民事差止請求の方法として、本訴（判決手続き）の差止請求係属中

に民事保全法による仮処分申立が利用されるようになったが、ここで本訴の差止請求と

仮処分申立について簡単に述べておく。 

１）差止請求 原発訴訟において差止めを根拠付ける実定法上の規定はない。しかし、判

例・学説は、所有権など物権について認められる物権的請求権に準じて、生命身体等の人

格的利益についても、「受忍限度を超えて」侵害される「具体的危険」がある場合には、

侵害行為を差止めることができる、と解している。差止請求事件は判決手続きによって審

理されるが、（２）で述べた、資料を保持する側の主張・立証に関する伊方最高裁判決を

受けて、東電事故以後、「具体的危険」を容易に認定する判決例（大飯原発福井地裁平成

26 年５月２１日判決、差止認容）がみられる。 
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２）仮処分 原告が差止めを求めて１）の判決手続き中でまだ「具体的危険」について裁

判所の判断（本案判決）は出ていないが、本案判決を待っている間に原告に生じうる「著

しい損害又は急迫の危険」を避けるため、本案判決まで仮に差止めを認めるものである。

本訴提起を前提として仮処分申立てをすることもある。仮の地位を定める仮処分といわ

れる仮処分は、民事保全法２３条２項に規定されている。あくまでも取り返しのつかない

結果の発生を避ける緊急な手続きであるから、簡易な決定手続きによる。また、緊急事態

を避けることを目的とした仮処分命令は、原則として保全命令の決定と同時に執行力を

有する。 

仮の地位を定める仮処分申立ての要件は、債権者（申立人）に生じる「著しい損害又は急

迫の危険」の存在と損害・危険を避けるため差止仮処分命令の「必要性」である。東電事

故以後、原発（の操業）自体を危険とし、あるいは「具体的危険」が推認されるとして、

仮処分を命ずる決定例（高浜原発福井地裁平成 27 年 4 月 14 日決定、高浜原発大津地裁

平成 28 年 3 月 9 日決定、伊方原発広島高裁平成 20 年 7 月 21 日決定）がある。これに対

して、結論としては仮処分申立てを却下しているけれども、多くの決定例では、決定文で

あるにもかかわらず、詳細に地震、津波、地滑り、噴火等に対する原発の安全性について

検討したうえで、社会通念上の安全性を認定している（例えば、川内原発福岡高裁宮崎支

部平成 28 年 4 月 6 日決定、玄海原発佐賀地裁平成 30 年 3 月 20 日決定、伊方原発大分地

裁平成 30 年 9 月 28 日決定）。 

 

３．東電原発事故のもたらした司法判断の変化 

 

 （１）平成 23 年 3 月 11 日に発生した東電原発事故は、原子力の安全性に対する社会の

信頼を大きく失墜させる結果をもたらした。エネルギー源としての原発に対する世論の

積極的支持も急速に失われている。政府は、原子力の安全性を根本から見直し、平成 24

年に原発の安全を規制する原子炉等規制法を大幅改正し、原子力安全規則制定権限や原

発操業許可権限を持つ独立の三条委員会として原子力規制委員会を設置するとともに、

多くの関連法令の改正整備を行ってきた。強調しておかなければならないのは、これらの

法令改正が従来の原子力安全規制の不備が東電事故を発生させたという反省に立ってい

ることである。 

 

 （２）司法は独立しており、裁判官は、憲法と法律にのみ拘束され、自己の良心に従って

職権（裁判）を行うこととされている（憲法 76 条 3 項）。つまり、法律に従って裁判をし

なければならない裁判官は、２．（３）で述べた、本案判決の要件である「具体的危険」

や仮処分決定の要件である「著しい損害又は急迫の危険」を認定しなければ、原発差止め

をすることはできない。しかし、現実には、裁判官は、原子力訴訟の審理にあたって、（１）

で述べた、東電事故以後の原発に対する世論の動向や新たな原発安全規制の政策に対し

て十分に配慮し、それらに影響されている。 
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 判決・決定にあたって、裁判官は、認容するにしても棄却・却下するにしても、判決・決

定理由で援用しているのが、２．（１）で述べた、平成 4 年の伊方最高裁判決である（も

っとも、福井地裁平成 26 年 5 月 21 日判決は、独自の論理で差止認容）。裁判官は、請求・

申立を認容しようとする場合には、事業者側の安全性の主張・立証（疎明）について、絶

対的な安全性の立証（疎明）を要求し（大津地裁平成 28 年 3 月 9 日決定など）、棄却・

却下しようとする場合には、社会通念上の安全性（福岡高裁宮崎支部平成 28 年 4 月 6 日

決定など）、あるいは安全規制委員会の新規制基準適合の立証（疎明）（広島地裁平成 29

年 3 月 30 日決定など）を要求している。  

 

 （３）東電事故直後、裁判官のなかには、おそらく自己の良心に基づいて裁判したのであ

ろうが、法律の規定から逸脱しているのではないかと思われる独自の解釈で原発差止を

認めたもの（前掲福井地裁平成 26 年 5 月 21 日判決、福井地裁平成 27 年 4 月 14 日決定、

大津地裁平成平成 28 年 3 月 9 日決定）がある。その後も、高裁段階で仮処分を容認した

例がある（広島高裁平成 29 年 12 月 13 日決定）が、1．で述べたように最近の裁判例は

原発の安全性を絶対的安全と解していない。差止認容の判決や決定も現時点ではすべて

取消され、請求棄却・申立却下となっている。現在の原子力安全規制の下でそれぞれの原

発が新安全規制に適合している限り、原子力訴訟において仮処分が却下されることはほ

ぼ定着しつつあるのではないだろうか。しかし、東電事故以後の裁判例は、いずれも原子

力に対して高度の安全性を求めている。事業者は、判決文、決定文に現れている原子力の

安全性に対する高度の要求を忘れてはならない。 
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